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「男女平等参画」報告書要旨 （１） 

１ 「見える化」分析の要旨 

【都における男女平等参画の現状】 

• 女性の就業率は上昇しているが依然として「M字カーブ」を描いており、男性との賃金格差も大きい 
• 方針・意思決定過程への女性の参画が十分進んでいない 
• 産業分野によって女性の就業の状況は異なる 
• 家事・育児の負担は女性に大きく偏っている 
• 配偶者暴力の相談件数は年々増加 
• 配偶者からの暴力被害を誰にも相談しない人も多く、潜在的な被害者が存在する可能性もある 
• 都内区市町村における配偶者暴力相談支援センター機能の整備は徐々に進んでいるが、整備団体
数の目標は未達成 

【都の取組と課題】 
（１） 男女平等参画施策の総合的な推進 
• 東京都男女平等参画推進総合計画の推進のため「女性も男性も輝くＴＯＫＹＯ会議」を設置している
が、これまでの会議は取組の紹介や意見交換が中心であり、計画の進行管理機能の充実が必要 

• 男女平等参画の状況や施策の進行状況、施策の全体像を年次報告と計画の概要版の冊子により都
民に示しているが、わかりにくい点などがある 

• 都の審議会等における女性委員の任用率は目標に届いておらず、全国的にみても低い状況 
（２） 女性の活躍推進 
• 東京都女性活躍推進大賞の応募数は徐々に増加しているが、応募が伸び悩んでいる分野もある 
• 男性の家事・育児参画促進のため、男性のみならず女性を含む幅広い層に向けた啓発が必要 

（３） 配偶者等暴力対策 
• 配偶者等暴力被害は潜在化しやすい傾向があり、早期発見、早期相談につなげる取組が必要 
• 区市町村配偶者暴力相談支援センターの整備目標の達成に向け、さらなる働きかけと支援が必要 
• 被害者を支援している民間団体には財政的な困難を抱える団体が多く、都の支援の充実に対する強
い要望 
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「男女平等参画」報告書要旨 （２） 

２ 取組の方向性 

（１） 男女平等参画施策の総合的な推進 

• 「女性も男性も輝くＴＯＫＹＯ会議」において、気運醸成に向けた情報発信や都の取組に対する検討
に加え、計画全体の進捗状況の報告や施策の推進に関する提案等を実施 

• 「東京都男女平等参画推進会議」において、TOKYO会議における意見等をふまえ、都の施策の実
施状況及び施策展開について検討 

• 男女平等参画の状況と施策の実施状況に関する年次報告に施策全体の概要や事業費等の情報を
追加し、施策の全体像や事業規模を都民にわかりやすい形で公表 

• 男女平等参画の現状と課題、都の施策に関する情報を都民にわかりやすく説明する資料を作成 
• 審議会等における女性委員の任用が進まない要因を分析し、新たな取組を検討 

 
（２） 女性の活躍推進 
• 「東京都女性活躍推進大賞」の事業のあり方や事業効果を検証し、今後の事業展開について検討 
• ライフ・ワーク・バランス推進のため、男性が家事・育児に参画する意義、都の現状、実践方法や事
例などを発信 

• 未就学児を持つ夫の具体的な行動を促すため、妻や親、上司など、社会全体の意識改革に取り組
む 

 
（３） 配偶者等暴力対策 
• 啓発資料の効果的な周知方法について、被害経験者の声を聞くなどにより検討 
• 被害者を早期に発見しやすい医療関係者向けのマニュアルを改定・配布 
• ネットワーク会議等により、庁内各局及び区市町村、警察、医療関係者等と課題共有と連携強化 
• 区市町村に対して配偶者暴力相談支援センター整備の効果を啓発するとともに、担当者向け講座
の充実等を検討 

• 民間支援団体の活動に対する助成について、助成額の上乗せなど支援の充実を検討 
 
 

 
 



（１） 男女平等参画の現状  
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序章 
１ 男女平等参画の意義 

     都 が 目 指 す 男 女 平 等 参 画 社 会＿       
 
 

   ○ 家庭生活・社会生活において、男女を問わず一人一人に、その個性と能力を十分に発揮する機会が確保 
   ○ すべての都民が、性別にかかわりなく個人と して尊重され、男女が対等な立場であらゆる活動に共に参画し、責任を分かち 
        合う社会 

 
◆ 都は、男女平等施策について、国際社会や国内の動向と 
  協調しつつ、積極的に推進 
 

◆ 長年の取組により男女平等は前進してきているが、今なお 
   改善すべき制度や慣行が存在 

これまでの取組と成果 
 
◆ 少子高齢化、人口減少社会に直面する中で、女性活躍は、   
   生産性向上・経済成長の最大の潜在力 
 

◆ 女性活躍の場の拡大は、多様性・付加価値を生み出す   
  原動力 

社会経済状況の変化 

 

 ◆ 国際的に見ると、日本の男女平等・女性活躍はまだ不十分 

   ・ジェンダーギャップ指数 ［144か国中114位（2017年）で過去最低］ 
 

 ◆ 男性中心型労働慣行、固定的性別役割分担意識 

     ・ 育児休業取得率 ［女性：93.9％／男性：12.6％（2017年度）］ 

     ・ 就学前の子供を持つ親の育児・家事時間 ［妻：7時間5分／夫：2時間1分（2016年）］ 
 

 ◆ 政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

   ・ 審議会等における女性委員の任用率 ［28.5％（2017年度）→35％（2021年度）］ 

    ・ 民間企業の課長相当職の任用率 ［9.6％（2017年度）→15％（2020年）］ 
 

 ◆ 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

   ・ 女性（25～44歳）の有業率の上昇（Ｍ字カーブ） ［77.6％（2017年）→78％（2022年）］ 
 

 ◆ 女性に対する暴力の根絶 

   ・ 配偶者暴力相談支援センターの設置 ［1４区（2018年８月末）→20団体（2021年度）］  等 

○ 男女平等参画社会の実現に向けた施策は、女性の地位向上のための法整備や制度改正、女性に対する暴力の防止対策 
    として進められてきたが、近年は、女性活躍推進に重点 

改 
 
善 

活力ある東京の 
持続的発展 

男女平等参画 
社会の実現 

 
 誰もが輝く ダイバーシティ  

男女平等参画社会の実現に向け今後さらに取組が必要 



東京都男女平等参画推進総合計画 
              男女共同参画社会基本法に定める都道府県男女共同参画計画 
              東京都男女平等参画基本条例に基づく行動計画 

 
 計画期間 2017年度～2021年度     総事業数 491  数値目標 25 

（１） 都における男女平等参画推進の全体像 
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東京都配偶者暴力対策基本計画 
 

  

東京都女性活躍推進計画 
 

  
 

 
 
 
 

  

  

働く場における女性の活躍 

女性も男性もいきいきと豊かに

暮らせる東京の実現 

多様な人々の安心な暮らしに

向けた支援 

配偶者暴力対策 

男女平等参画を阻害する 

様々な暴力への対策 

総事業数     261 

政策目標     23 
  

総事業数      230 

政策目標         2 
  

計画の位置づけ 計画の位置づけ 

領域Ⅰ 

領域Ⅱ 

領域Ⅲ 

領域Ⅳ 

領域Ⅴ 

都は、2017年３月に「東京都男女平等参画推進総合計画」を策定した。本計画は「東京都女性活躍推進計画」と「東京都配偶
者暴力対策基本計画」の両計画で構成されており、それぞれ女性の活躍推進と配偶者暴力対策について、都の施策と、都民・
事業者等による取組を取りまとめている。 

女性活躍推進法に定める都道府県推進計画 配偶者暴力防止法に定める都道府県基本計画 

計画の位置づけ 

第１章 都における男女平等参画の現状と課題 

１ 都における推進体制 
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（２）各局の役割  

男女平等参画の推進に関する都の施策は、産業、雇用、保育、介護、教育など幅広い分野にわたっており、 
関係する局が連携して取組を行っている。 
 

生活文化局は自らが所管する施策を実施するほか、都の男女平等参画施策の進捗管理、男女平等参画の現状
の把握、普及啓発、区市町村・民間団体等との連携の促進により、都における男女平等参画の総合的・計画的
な推進を図っている。 

生活文化局 各局 

総合的な 
企画調整 
・推進 

施策の進捗管理 ○ 
△ 

（所管事業について） 

都における男女平等参画の現状の 
把握 

○ ― 

普及啓発 ○ 
△ 

（所管事業について） 

区市町村・民間団体等との連携 ○ 
△ 

（所管事業について） 

施策の 
実施 

男女平等参画・女性の活躍推進 ○ ○ 

配偶者暴力対策 ○ ○ 

第１章 都における男女平等参画の現状と課題 

１ 都における推進体制 
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東京都における男女平等参画施策のPDCAサイクルは下図の通りである。 
都は、男女平等参画の促進に関する行動計画「東京都男女平等参画推進総合計画」を策定し（Plan) 、計画に基づいて施
策を展開する（Do）。 
生活文化局は、男女平等参画の状況及び施策の実施状況を調査するとともに、民間団体等との会議や庁内会議において
計画の進行管理を行う（Check）。 計画の改定にあたっては、東京都男女平等参画審議会における審議及び都民・事業者
の意見聴取を行い、その結果を反映させる（Action) 。 

審議会
東京都男女平等参画審議会

計画策定・重要事項を審議

施策展開（各局）
計画総事業数 ４９１

産業・雇用・保育・介護・教育など

Do

計画策定
東京都男女平等参画推進総合計画

・東京都女性活躍推進計画

・東京都配偶者暴力対策基本計画

Plan

Action

進行管理
（生活文化局）

都における男女平等参画の状況、施策の
実施状況について毎年調査・公表

Check

毎年度の進行管理
○女性も男性も輝くTOKYO会議（民間団体）

○東京都男女平等参画推進会議（庁内会議）

○配偶者暴力対策ネットワーク会議

（関係機関・民間団体）

東京都における

男女平等参画推進施策の

ＰＤＣＡサイクル

（３） 男女平等参画施策のＰＤＣＡサイクル 第１章  都における男女平等参画の現状と課題 
１ 都における推進体制 
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（５） 配偶者等暴力対策に関する施策③ 
  

被   害   者 

保護命令の申立て  
・被害者の配偶者からの身体に対する暴力 

・被害者の配偶者からの生命等に対する脅迫 

相   談  
援   助  
保   護 

保護命令  
 ○ 被害者への接近禁止命令  
 ○ 子への接近禁止命令            
 ○ 親族等への接近禁止命令  
 ○ 電話等禁止命令  
 ○ 退去命令－（２か月）  

一
時
保
護
委
託
先 

   

（民
間
シ
ェ
ル
タ
ー
・ 

     

母
子
生
活
支
援
施
設
、    

     

婦
人
保
護
施
設
等
） 

警 察 ○ 暴力の防止 
       ○ 被害者の保護  
       ○ 被害発生防止のために 
         必要な措置・援助  

配偶者暴力相談支援センター 
  

 ○ 相談又は相談機関の紹介  
 ○ カウンセリング  
 ○ 緊急時における安全の確保 
  

 ○ 一時保護（婦人相談所） 
  

 ○ 自立支援・保護命令利用・ シェルターの利用についての 
    情報提供・助言・関係機 関との連絡調整・その他の援助  

福祉事務所 
  

  ○ 自立支援等 
      母子生活支援施設への入所、 
      保育所への入所、生活保護の対応、 
      児童扶養手当の認定 等  

相  手  方 
申立人の配偶者・元配偶者（事実婚を含む。）、 
生活の本拠を共にする交際相手、元生活の 

本拠を共にする交際相手 

 民 間 
 団 体 

＊配偶者暴力相談支援センター・ 
  警察への相談等がない場合、 
   公証人面前宣誓供述書を添付  

国や地方公共団体は ・・・    ○ 主務大臣（内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣、厚生労働大臣）による基本方針の策定 
                       ○都道府県・市町村による基本計画の策定（市町村については努力義務）  

① 発見した者による通報の努力義務  
② 医師等は通報することができる  
 （被害者の意思を尊重するよう努める）  

情報提供努力義務  

 保護命令違反に対する罰則 
  １年以下の懲役 又は １００万円以下の罰金  

地裁の請求に基づく書面提出等 

保護命令発令の通知 

＊配偶者暴力相談支援センターへの通知は、 
   センターへの相談等があった場合のみ  

発 令 

連 携  連 携  

委 託 

連 携  

保 

護 
 

（施
設
入
所
） 

      

（
婦
人
保
護
施
設
） 

入 所 

 東京ウィメンズ・プラザ 
 東京都女性相談ｾﾝﾀｰ 
 区市町村 

地   

方   

裁   

判   

所 

国  民 
（医師等） 

第１章  都における男女平等参画の現状と課題 
１ 都における推進体制 

■ 配偶者等暴力被害者の保護と支援には様々な段階があり、領域も広い範囲に及ぶため、多くの機関や団体が連携して取り組んでいる。 

－（６か月） 



 ２ 目標と現状 
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国の「第４次男女共同参画基本計画」、都の「東京都男女平等参画推進総合計画」、都の2020年までの政策の実施計画「2020年に向けた実
行プラン」に掲げられている目標のうち、本報告書における分析に関連する指標は以下の通りである。 

項目 
都の目標値 
（期限） 

国の目標値 
（期限） 

最新値 
（都） 

最新値 
（全国） 

社会における女性の活躍 

25歳から44歳までの女性の就業率 *1, 2 
78％ 

（2022年） 
77％ 

（2020年） 
77.6％ 
（2017年） 

74.3％ 
（2017年） 

民間企業の雇用者の各役職段階に占める女性の割合 *1 

 課長相当職 ― 
15％ 

（2020年）  
9.6％ 

（2017年度） 
10.9％ 
（2017年） 

審議会等における女性委員の任用率 *2 
35％ 

（2021年度） 
40％以上、60％以下 

（2020年） 
28.5％ 
（2017年） 

31.9％ 
（都道府県・2017年） 

ライフ・ワーク・バランスの推進 

6歳未満の子供を持つ夫の育児・家事関連時間 *3 
1日当たり３時間 
（2024年度） 

1日当たり２時間30分 
（2020年） 

1日当たり121分 
（2016年） 

1日当たり83分 
（2016年） 

「男性も家事・育児を行うことは当然である」というイメー
ジを持つ都民の割合 *3 

70％ 
（2020年） 

― 
50.9％ 
（2015年） 

- 

民間企業における男性の育児休業取得率 *1 ― 
13％ 

（2020年）  
12.3％ 

（2017年度） 
5.14％ 

（2017年度） 

配偶者暴力の防止 

配偶者からの暴力被害を相談した者の割合 *1 ― 
男性：30％ 
女性：70％ 
（2020年） 

― 
男性：26.9％ 
女性：57.6％ 
（2017年） 

配偶者からの暴力の相談窓口の周知度 *1 ― 
男女とも70％ 
（2020年）  

男性：54.4％ 
女性：64.0％ 
（2015年） 

男性：69.2％ 
女性：73.7％ 
（2017年） 

区市町村における配偶者暴力相談支援センター整備数 
*2, 3 

20か所 
（2021年） 

150か所 
（2020年） 

14か所 
（2018年8月） 

105か所 
（2018年3月） 

第１章 都における男女平等参画の現状と課題 
２ 目標と現状 

*1：「第４次男女共同参画基本計画」の成果目標 
*2：「東京都男女平等参画推進総合計画」の数値目標 
*3：「2020年に向けた実行プラン」の政策目標 



44.6  

71.4  

62.8  

71.2  

54.6  

15.5  

49.5  

82.5  

73.4  
76.8  

64.4  

17.7  

15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 
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■ 女性の就業の状況 
 
女性の年齢階級別労働力率は、2007年と2017年で比較すると全ての年齢層において上昇しているが、 
出産、子育て期に低下するいわゆる「Ｍ字カーブ」を描いている。 

2017年 
 

2007年 

資料：東京の労働力（東京都総務局） 

（１） 男女平等参画・女性の活躍推進 第１章 都における男女平等参画の現状と課題 
３ 実態の分析 

  

（東京 ％） 



（都内事業所、％） 
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3.2 

2.0 2.5 
3.3 2.9 2.8 

4.5 
5.9 

3.7 3.9 4.4 4.5 

6.5 
4.4 

5.3 4.8 

6.4 

4.6 4.7 4.5 

5.3 8.1 
5.7 5.5 

6.9 
8.0 

6.8 

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

年度 

10 

■ 役職別女性管理職の割合の推移 
 
都内事業所における管理職に占める女性の割合は、比較的女性の多い係長相当職でも25％であり、 
課長相当職以上では１割に満たない。 

資料：東京都男女雇用平等参画状況調査（東京都産業労働局） 

役員 

部長相当職 

課長相当職 

係長相当職 

第１章 都における男女平等参画の現状と課題 
３ 実態の分析 

  

（１） 男女平等参画・女性の活躍推進 



27.0% 

29.0% 

31.0% 

33.0% 

35.0% 35.0% 35.0% 35.0% 35.0% 35.0% 35.0% 35.0% 35.0% 35.0% 35.0% 35.0% 35.0% 35.0% 

25.2% 24.6% 24.3% 
22.8% 

21.7% 22.0% 21.4% 21.6% 21.2% 
20.4% 20.1% 

21.1% 21.1% 21.7% 
23.2% 

26.7% 
27.6% 

28.5% 

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

年度 

目標 実績 

11 資料：東京都生活文化局都民生活部男女平等参画課調査 

 ■ 審議会等における女性委員の任用 
 

 都は、政策や方針の意思決定から男女平等参画を進めるため、 
 「審議会等における任用率35％を早期に達成し、更なる向上を目指すこと」を目標に掲げている。 
  
 都の審議会等における女性委員の任用率はここ数年上昇傾向にあるが、目標値には届いていない。 
 

第１章 都における男女平等参画の現状と課題 
３ 実態の分析 

  

（１） 男女平等参画・女性の活躍推進 



（東京都、全国） 

7:05 

7:39 

7:34 

7:41 

 2016年 

 2011年 

 2016年 

 2011年 1:07 

1:23 

1:17 

2:01 
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■  ６歳未満の子供を持つ夫婦の１日当たり家事・育児時間 
 
都は、6歳未満の子供を持つ夫の家事・育児時間を3時間とすることを目標としているが、2016年の調査では2時間1
分であった。 
2011年の前回調査時と比較すると、家事・育児にかける時間は夫では増加し、妻では減少しているが、家事・育児の
負担は、依然として妻に大きく偏っている。 

資料：社会生活基本調査（2011年、2016年）（総務省） 

＜妻＞ ＜夫＞ 

（全国） 

（都） 

第１章 都における男女平等参画の現状と課題 
３ 実態の分析 

  

（１） 男女平等参画・女性の活躍推進 



 3.0 

 1.6 

 2.0 

 0.9 

 1.8 

 3.6 

14.6 

28.2 

29.9 

35.0 

50.9 

53.2 

わからない 

特にない 

その他 

男性は、家事・育児を行うべきではない 

周囲から冷たい目で見られる 

妻が家事・育児をしていないと誤解される 

家事・育児は女性の方が向いている 

男性自身も充実感が得られる 

家事・育児を行う男性は、時間の使い方が効率的で、仕事もできる 

仕事と両立させることは、現実として難しい 

男性も家事・育児を行うことは当然である 

子供にいい影響を与える 

13 

■ 男性が家事・育児を行うことのイメージ 
 
都は、 「男性も家事・育児を行うことは当然である」と考える都民の割合を70％とすることを目標としている。 
2015年の世論調査では、「男性も家事・育児を行うことは当然である」と考える都民の割合は50.9％であった。 

資料：男女平等参画に関する世論調査 （2015年 東京都生活文化局） 

第１章 都における男女平等参画の現状と課題 
３ 実態の分析 

  

（１） 男女平等参画・女性の活躍推進 
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21,332  
23,973  25,007  25,118  

26,785  

30,467  

34,911  35,457  36,084  
38,419  

40,428  

43,780  

49,829  
51,357  

11,164  
13,134  13,666  14,433  

16,061  

19,155  
21,699  

23,462  
24,693  

26,547  
28,110  

31,094  

34,652  35,182  

7,300  

9,127  
9,511  9,766  

8,812  8,606  8,704  
10,330  9,442  8,942  9,116  9,166  8,719  

9,917  
8,812  

904  1,041  1,328  1,575  1,873  2,118  2,608  2,882  2,553  2,449  2,756  3,152  3,967  5,260  

7,363  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

件
 

年度 

合計 区市町村計 都支援ｾﾝﾀｰ計 警視庁 

（２） 配偶者暴力 第１章 都における男女平等参画の現状と課題 
３ 実態の分析 

  

■ 都内の相談機関における配偶者暴力相談件数 
 
 都内の相談機関における配偶者暴力に関する相談の件数は年々増加しており、特に区市町村における増加が 
 著しい。 



61.9  

34.8  

19.4  

12.9  

14.2  

9.7  

7.1  

4.5  

6.5  

5.8  

6.5  

5.8  

0.6  

1.9  

0.6  

3.2  

0.6  

54.6  

33.7  

25.2  

31.3  

19.6  

22.1  

11.0  

7.4  

4.9  

5.5  

4.9  

4.9  

3.1  

0.6  

1.2  

9.2  

1.2  

58.2  

34.3  

22.3  

22.3  

17.0  

16.0  

9.1  

6.0  

5.7  

5.7  

5.7  

5.3  

1.9  

1.3  

0.9  

6.3  

0.9  

0 20 40 60 80

相談するほどのことではないと思ったから 

自分にも悪いところがあると思ったから 

相談してもむだだと思ったから 

自分さえがまんすれば、なんとかこのままやっていけると

思ったから 

別れるつもりがなかったから 

恥ずかしくてだれにも言えなかったから 

自分が受けている行為がDVとは認識していなかったから 

どこ（だれ）に相談してよいのかわからなかった 

世間体が悪いと思ったから 

他人を巻き込みたくなかったから 

相手の行為は愛情の表現だと思ったから 

そのことについて思い出したくなかったから 

他人に知られると、これまで通りのつき合い（仕事や学校な

どの人間関係）ができなくなると思ったから 

相談相手の言動によって不快な思いをさせられると思った

から 

仕返しが怖かったから（もっとひどい暴力や、性的な画像の

ばらまきなど） 

その他 

無回答 

相談しなかった理由（複数回答） 

男性（n=155人,M.T.=196.1%) 

女性（n=163人,M.T.=240.5%) 

総数（n=318人,M.T.=218.9%) 
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（２） 配偶者暴力 第１章 都における男女平等参画の現状と課題 
３ 実態の分析 

  

○ 内閣府の調査において、配偶者からの暴力の相談先を見ると、「家族や親戚に相談した」が 28.0％、「友人・知人に相談した」が 26.2％などとなっている。 
 性別にみると、女性は「家族や親戚に相談した」が 36.1％と最も多く、男性は「友人・知人に相談した」が 13.0％で最も多くなっている。 
 

○ 上記以外では、「職場やアルバイト関係者」、「民間の専門機関」、「医療関係者」が続くが、いずれも 5％未満であり、配偶者暴力支援相談センターや   
 警察、法務局、人権擁護委員、市役所などの公的な機関に相談した人は、この中で最も多い「警察」でもわずか 2.2％に止まっている。 
 
○ 一方、配偶者から受けた被害について「どこ（だれ）にも相談しなかった」という人（318人）に、相談しなかった理由を聞いたところ、「相談するほどのこと 
 ではないと思ったから」が 58.2％と最も多く、次いで「自分にも悪いところがあると思ったから」が34.3％となどとなっている。 

資料：男女間における暴力に関する調査（平成29年度調査） （2018年 内閣府男女共同参画局） 

12.6  

13.0  

4.9  

2.7  

1.3  

0.9  

0.9  

0.0  

0.4  

0.0  

0.9  

69.5  

3.6  

36.1  

33.0  

4.4  

3.7  

2.8  

2.8  

1.4  

1.4  

0.5  

0.5  

2.1  

38.2  

4.2  

28.0  

26.2  

4.6  

3.4  

2.3  

2.2  

1.2  

0.9  

0.5  

0.3  

1.7  

48.9  

4.0  

0 20 40 60 80

家族や親戚に相談した 

友人・知人に相談した 

職場・アルバイトの関係者（上司、同僚、部下、取引先など）

に相談した 

民間の専門家や専門機関（弁護士・弁護士会、カウンセ

ラー・カウンセリング機関、民間シェルターなど）に相談した 

医療関係者（医師、看護師など）に相談した 

警察に連絡・相談した 

上記（1～３）以外の公的な機関（市役所など）に相談した 

配偶者暴力相談支援センター（婦人相談所等）や男女共同

参画センターに相談した 

法務局・地方法務局、人権擁護委員に相談した 

学校関係者（教員、養護教諭、スクールカウンセラーなど）に

相談した 

その他 

どこ（だれ）にも相談しなかった 

無回答 

配偶者からの暴力の相談先 

男性（n=223人,M.T.=110.8%) 

女性（n=427人,M.T.=131.1%) 

総数（n=650人,M.T.=124.2%) 



資料：男女間における暴力に関する調査（平成26年度調査） （2015年 内閣府男女共同参画局） 
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第１章 都における男女平等参画の現状と課題 
３ 実態の分析 

  

（２） 配偶者暴力 

66.9  

66.6  

60.0  

58.2  

46.1  

44.0  

34.6  

38.3  

23.7  

5.1  

3.6  

3.7  

71.7  

62.8  

60.9  

57.0  

52.0  

43.5  

46.1  

37.3  

21.4  

4.0  

1.4  

4.6  

69.4  

64.6  

60.4  

57.6  

49.1  

43.7  

40.5  

37.8  

22.5  

4.5  

2.5  

4.2  

0 20 40 60 80

被害者が早期に相談できるよう、身近な相談窓口を増

やす 

家庭で保護者が子どもに対し、暴力を防止するための

教育を行う 

加害者への罰則を強化する 

学校・大学で生徒・学生に対し、暴力を防止するための

教育を行う 

暴力を振るったことのあるものに対し、二度と繰り返さ

ないための教育を行う研修や啓発を行う 

メディアを活用して、広域・啓発活動を行う 

暴力を助長する恐れのある情報（雑誌、コンピュータソ

フトなど）を取り締まる 

被害者を発見しやすい立場にある警察や医療機関など

に対し、研修や啓発を行う 

地域で、暴力を防止するための研修会、イベントなどを

行う 

その他 

特にない 

無回答 

男女間の暴力を防止するために必要なこと（複数回答） 

男性（n=1,733人,M.T.=450.7%) 

女性（n=1,811人,M.T.=462.6%) 

総数（n=3,544人,M.T.=456.8%) 

○ 内閣府の調査において、男女間の暴力を防止するために必要だと考えることを聞いたところ、「被害者が早期に相談できるよう、身近な相談窓口を 
 増やす」が 69.4％と最も多い。 
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■ 配偶者暴力相談支援センター機能の整備状況 
 
○ 都は、被害者に身近な相談窓口となる区市町村における配偶者暴力相談支援センター機能の整備団体数を、2021年度までに20団
体とすることを目標としている。 
 都内区市町村における整備は徐々に進んでいるものの、2018年8月末現在の整備団体は14区にとどまり、市町村部では未整備であ 
る。 

整備 

年度 
2009 2011 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

整備 

区市町村 
港区 板橋区 

江東区 
中野区 

豊島区 

葛飾区 

練馬区 

台東区 

荒川区 

北区 
江戸川区 

杉並区 
新宿区 大田区 

2018年8月末現在 

○配偶者暴力相談支援センター 
 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、 以下の業務を行う。 
  ① 相談や相談機関の紹介  
  ② カウンセリング  
  ③ 被害者及びその同伴する家族の緊急時における安全の確保及び一時保護（※）  
  ④ 自立して生活することを促進するための情報提供その他の援助  
  ⑤ 被害者を居住させ保護する施設の利用についての情報提供その他の援助  
  ⑥ 保護命令制度の利用についての情報提供その他の援助  
   ※ 一時保護は婦人相談所が自ら行うか、婦人相談所から一定の基準を満たす者に委託して行う。  

○ 生活文化局は、配偶者暴力相談支援センター機能が未整備の区市町村を訪問し、先行事例の紹介や助言など、整備に向けた働
きかけを実施している。 

（２） 配偶者暴力 第１章 都における男女平等参画の現状と課題 
３ 実態の分析 

  



●女性の就業率は上昇しているものの、依然として出産、育児期に低下しており、  
 男性との賃金格差も大きい 
 

・女性の年齢階級別労働力率は全ての年齢階級で上昇しているが、依然としてＭ字カーブが存在 
・第一子出産前後の女性が就業を継続する割合も上昇しているが、約半数の女性が出産前後に退職 
・男女の賃金格差は年齢が上がるにつれて拡大し、格差が最大となる賃金ピーク時の女性の賃金は男性の６割強 

 
 

●方針・意思決定過程への女性の参画が十分進んでいない 
 

・都内事業所における女性管理職比率は上昇しているものの、未だ１割に満たない 
・都の審議会等における女性委員の任用率は28.5％であり、全国的にみても低い状況 
 

●産業分野によって女性の就業の状況は異なる 
 

・女性就業者数が多く女性比率が高い分野がある一方、女性が非常に少ない分野も存在 
   
 

●家事・育児の負担は依然として女性に大きく偏っている 
 

・女性が育児に費やす時間は男性の４倍以上、家事は３倍以上 
・都民の約半数は男性の家事・育児を当然と思っておらず、いまだ心理的な障壁がある 

（１） 都の現状の課題（男女平等・女性の活躍推進） 
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第１章 都における男女平等参画の現状と課題    

４ まとめ 
  



●配偶者暴力の相談件数は年々増加 

 

 ・特に区市町村における増加が著しい 

 

●配偶者からの暴力被害を誰にも相談しない人も多い 

 

 ・被害を受けたことがある人のうち、誰かに打ち明けたり相談したりした人は半数未満 

 ・公的機関に相談した人はわずか 

 ・相談しなかった理由では「相談するほどのことではないと思った」「自分にも悪いところがあると思った」が多い 

 

 

●都内区市町村における配偶者暴力相談支援センター機能の整備は徐々に進んでいる  

 が、整備団体数の目標は未達成 
 

・内閣府の調査では、暴力防止に必要なこととして、約7割の人が「身近な相談窓口を増やす」と回答 

（２） 都の現状と課題（配偶者等暴力対策） 
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    第１章 都における男女平等参画の現状と課題 
４ まとめ  
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生活文化局における事業の体系は以下の通りである。 

（１） 事業体系 

生活文化局における 
男女平等参画推進事業 

男女平等参画施策の 
総合的な推進 

配偶者等暴力対策 

・男女平等参画施策の企画調整 

・行動計画の推進 

・年次報告の公表 

・区市町村、民間団体との連携 

・情報提供・相談事業 

・審議会等における女性委員の任用促進 

・普及啓発事業 

・区市町村、民間団体等との連携 

・情報提供・相談事業 

女性の活躍推進 

・普及啓発事業 

・区市町村、民間団体等との連携 

・情報提供・相談事業 

第２章 都の取組の点検・評価 
１ 生活文化局の取組の枠組 



事業 

男女平等参画施策
の総合的な推進 

男女平等参画施策の 
企画調整 

東京都男女平等参画審議会の運営 
 東京都男女平等参画基本条例に基づく行動計画その他男女平等参画に関する重要 
 事項の調査審議 

行動計画の推進 

行動計画「東京都男女平等参画推進総合計画」の推進  

女性も男性も輝くＴＯＫＹＯ会議  
 総合計画の推進に関して都民及び事業者並びに都が連携・協力して取り組む場 

東京都配偶者暴力対策ネットワーク会議 
 関係機関相互の連携の促進と中長期的課題の検討 

東京都男女平等参画推進会議 
 都における男女平等参画の促進に関する施策を推進するため庁内関係局で構成 

男女平等参画の状況と 
施策の実施状況の公表 

東京都における男女平等参画の状況、都・都民・事業者の男女平等参画施策の実施状況
等を調査し、年次報告として公表 

区市町村・民間団体等との 

連携 

区市町村支援 

  区市町村男女平等推進担当職員研修 

民間活動支援 

  民間団体等との交流事業、民間団体等への施設貸出 

情報提供・相談 図書資料室、相談室の運営 

審議会等における 
    女性委員の任用促進 

都の政策形成の場である審議会等における女性委員の任用の促進 

（２） 男女平等参画施策の総合的な推進 
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行動計画の策定と推進、男女平等参画の状況及び男女平等参画施策の実施状況の調査・公表、区市町村・民間団体等との連携等に 
より、都における男女平等参画施策の総合的な推進を図っている。 

第２章 都の取組の点検・評価 
１ 生活文化局の取組の枠組 
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事業 

女性の活躍推進 

普及啓発 

東京都女性活躍推進大賞の贈呈 

女性が輝くTOKYO懇話会 

女性の活躍推進のための普及啓発 
  都民を対象とした広報キャンペーン 
  東京都女性活躍推進ポータルサイトの運営 
  ロゴマークを活用したＰＲ 
  女性も男性も輝くTOKYO会議 太鼓判事業の認定 
  グッズの作成・配布 

女性の活躍推進のためのセミナーの開催 
  働く女性支援講座 

ライフ・ワーク・バランスの推進のための普及啓発 
  Webサイト「TOKYOライフ・ワーク・バランス」の運営 
  子供が生まれる前の夫婦に向けた啓発冊子 
  若者に向けたライフ・ワーク・バランスの普及啓発 

ライフ・ワーク・バランス推進のためのセミナーやシンポジウムの開催 
  パートナーシップセミナー 
  パパママサミット 

区市町村・民間団体等
との連携 

区市町村支援 （再掲） 
  区市町村男女平等推進担当職員研修 

民間活動支援 （再掲） 
  民間団体等との交流事業、民間団体等への施設貸出 

情報提供・相談 図書資料室、相談室の運営 （再掲） 

職場、家庭、地域などあらゆる場における女性の活躍の推進、働き方の見直し等を通じたライフ・ワーク・バランスの実現に向けた
普及啓発活動などの取組を行っている。 

 （３） 女性の活躍推進 第２章 都の取組の点検・評価 
１ 生活文化局の取組の枠組 



（４） 配偶者等暴力対策 
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事業 

配偶者等暴力対策 

普及啓発 

配偶者暴力の防止に係る啓発資料の作成・配布 

都民向け講演会 

情報提供・相談 図書資料室、相談室の運営 （再掲）  

区市町村・民間団体等
との連携 

講座・研修等の実施  
 関係機関職員向け研修、配偶者暴力被害者向け講座等 

区市町村支援  
 区市町村における配偶者暴力相談支援センター機能の整備推進 
  （目標：整備団体数2021年度までに20団体） 
 
 区市町村配偶者暴力相談支援センター連携会議 
 関係機関調整等の担当職員向け研修 

民間活動支援  
 ＤＶ防止等民間活動助成 
 配偶者暴力被害者自立支援に関する民間人材の養成 
 民間支援団体との連携会議 

啓発資料や講演会による普及啓発、情報提供・相談、区市町村・民間団体等との連携にかかる事業を実施している。 

第２章 都の取組の点検・評価 
１ 生活文化局の取組の枠組 



男女平等参画・女性の活躍推進 配偶者暴力対策 

庁外連携 
女性も男性も輝くＴＯＫＹＯ会議 

 

民間団体32 学識経験者３ 
東京都配偶者暴力対策ネットワーク会議 

 
都・区市町村関係機関27 

医療・司法・人権擁護団体等10 
民間支援団体2 

庁内連携 
東京都男女平等参画推進会議 

 

庁内関係局12 

（１） 男女平等参画施策の総合的な推進  
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東京都男女平等参画審議会 
 

行動計画の策定・改定など、 
男女平等参画に関する重要事項の調査審議 

 
    審議会委員： 学識経験者９ 民間団体等12 
              都議会議員４ 
    専門委員： ２ 

東京都男女平等参画推進総合計画 
 

2017年３月策定 
計画期間：2017年度～2021年度 

答申 

 
知事 

 

諮問 

行動計画の策定と推進体制 
 

   都は、男女平等参画の促進に関する都の施策と都民・事業者の取組を促進するための行動計画「東京都男女平等 
   参画推進総合計画」を策定し、施策を推進している。 

【計画の推進】 

第２章 都の取組の点検・評価 
２ 事業内容の評価検証 

【計画の策定】 
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計画の推進 

 生活文化局は、庁内各局及び民間団体、区市町村、関係機関等と連携して計画を推進するため、女性も男性も輝く  
 TOKYO会議、東京都男女平等推進会議、東京都配偶者暴力対策ネットワーク会議を設置・運営している。 

（１） 男女平等参画施策の総合的な推進  

■ 女性も男性も輝くＴＯＫＹＯ会議  

第２章 都の取組の点検・評価 
２ 事業内容の評価検証 

○ あらゆる場における女性の活躍を進め、もって男女が対等な立場であらゆる活動に参画し、責任を分かち合う男女平等参画社会を 
 実現することを目的として、都民及び事業者と都とが連携・協力して計画を推進していくために設置 

  

【内   容】  ○ 女性活躍推進に関する発信、取組等に向けての検討・提案 

         ○ 計画の進行管理 

【委   員】  計画に取組を掲載している民間団体（企業、教育機関、NPO等 32団体) 、学識経験者３名 

【開催実績】 ＜2017年度＞  
           ■第１回   2017年12月21日（木） 
              【テーマ】 キャリアデザインの取組について 
         ＜2018年度＞ 
           ■第１回   2018年4月27日（金）  
              【テーマ】 ・男性の家事・育児等への参画について 
                     ・審議会等における女性委員の任用促進について 
                        ■第２回   2019年2月頃（予定） 

 【評価検証】 
 
 これまでに開催した会議では、各回ごとにテーマを設定し、都や委員が所属する団体の取組の紹介や意見交換
を行ってきた。 
 一方で、計画全体の進行に関する検討や意見交換はあまり行われてこなかった。 
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（１） 男女平等参画施策の総合的な推進  第２章 都の取組の点検・評価 
２ 事業内容の評価検証 

■ 東京都男女平等参画推進会議  

○ 東京都における男女平等参画の促進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するため、庁内関係局を委員として設置 

【内   容】  ○ 計画の策定及び進行管理、東京都男女平等参画審議会の運営補佐 

         ○ その他、総合的な男女平等参画施策の策定、実施に関して必要な事項 

【委   員】  生活文化局、政策企画局、総務局、財務局、福祉保健局、産業労働局、教育庁、警視庁 

■ 東京都配偶者暴力対策ネットワーク会議 

○ 配偶者暴力問題に関係する総合的な取組に向けて、事業の着実な推進と機関相互の連携の促進、中長期的な課題の検討のため、   
 都、区市町村、関係団体を委員として設置 

【内   容】  ○ 配偶者暴力対策の促進、計画の推進 

         ○ 関係機関の連携の促進 

【委   員】  都及び区市町村の関係機関、医療、司法、人権擁護団体、民間支援団体等 

  
  

【評価検証】 
 
東京都男女平等参画推進会議では、計画の策定及び進行管理、施策の推進に関する連絡調整を行っているが、
計画を着実に推進していくため、計画の進行管理機能をさらに強化していく必要がある。 

【評価検証】 
 
東京都配偶者暴力対策ネットワーク会議では、庁内及び庁外の関係機関が一堂に会し、事業の推進と連携の促進、
課題の検討にあたっている。 
また、基本計画の事業推進を目的とする推進部会と、関係機関の連携を目的とする連携部会をそれぞれ設置し、よ
り具体的な事項に関する検討・連携をすすめている。 
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 男女平等参画の状況と施策の実施状況の公表 ① 

（１） 男女平等参画施策の総合的な推進  

■ 年次報告  

第２章 都の取組の点検・評価 
２ 事業内容の評価検証 

男女平等参画の現状と施策を明らかにし、都民の理解と協力を得るため、都における男女平等参画の状況と、東京都
男女平等参画推進総合計画にある全ての事業の実施状況を毎年調査し、ウェブサイト上で公表している。 

【評価検証】 
 
都の男女平等参画に関する全ての施策について、個々の事業の概要と規模を掲載しているが、事業数が多数に
上り、また事業費を記載していないことから、都の男女平等参画施策の全体像や規模を都民にわかりやすく伝える
という点において不十分な面がある。 
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都の現状と施策を都民にわかりやすく伝えるため、東京都男女平等参画推進総合計画の概要版の冊子を作成し、
都民に配布している。 

■ 「女性が輝く東京 誰もが自分らしく暮らせる社会を築くために」 （東京都男女平等参画推進総合計画 概要版） 

 男女平等参画の状況と施策の実施状況の公表 ② 

第２章 都の取組の点検・評価 
２ 事業内容の評価検証 

＜仕様＞ 
 Ａ４判 ６２ページ フルカラー  
 
＜作成部数＞  
 計３，０００部 
 
＜配布方法＞  
 ○ 都の主催するイベントや講座等の場や、関係団体等を通じて配布 
 ○ 生活文化局ウェブサイト、東京都女性活躍推進ポータルサイトに掲載 

（１） 男女平等参画施策の総合的な推進  

【評価検証】 
 
計画の概要を写真やグラフを用いてわかりやすく説明する資料として有
用であるが、情報量が多いため、都民が気軽に手に取りやすい資料で
あるとはいえない。 
 
また、作成から１年以上が経過しており、掲載しているデータや取組は
最新の内容ではなくなっている。 
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生活文化局では、６か月以内に任期満了を迎える審議会等の所管部署に調査を実施し、改選後の女性委員の任用
予定を把握するとともに、庁内各局に以下の働きかけを行っているが、女性委員の任用率は目標に達していない。 

① 首都大学東京の女性教員名簿の提供 
  毎月の調査時に名簿を送付 
 
 
② 「はばたく女性人材バンク」の情報提供 
  内閣府が運営している「はばたく女性人材バンク」（国の審議会等委員のデータベース）について情報提供 
 
 
③ 女性委員の積極的推薦を依頼する知事名文書の関係部署への提供 
  関係団体に委員推薦を依頼する際に女性委員の積極的な任用を依頼する文書を作成し、関係部署に提供 
 
 
④ 各局の政策・総務担当部長連絡会における働きかけ 
  女性委員任用率の状況の報告と任用促進への協力依頼 
 
 
⑤ 審議会等の所管部署の管理職向け研修 
  審議会等所管部署及び各局の審議会等を取りまとめる部署の管理職を対象に、女性委員の任用促進に係る研修 
  を実施 
 
 

（１） 男女平等参画施策の総合的な推進  

 審議会等における女性委員の任用促進 ② 

第２章 都の取組の点検・評価 
２ 事業内容の評価検証 



産業分野 医療・福祉分野（*1） 教育分野 地域分野 個人（*2） 

2014年度 理研計器 （株） 医療法人社団 KNI 
国立大学法人 東京
学芸大学  

社会福祉法人 新生
寿会 

－ 

2015年度 ＤＡＣグループ 
社会医療法人財団 
大和会 武蔵村山病
院 

学校法人 芝浦工業
大学 

特定非営利活動法人 
豊島子ども 
ＷＡＫＵＷＡＫＵネット
ワーク 

堤  香苗 氏 
(（株）キャリア・マム 代表
取締役) 

2016年度 

○Ｐ＆Ｇジャパン
（株） 
○損害保険ジャパ ン 
 日本興亜（株） 

－ 
学校法人 杏林学園 
杏林大学 

特定非営利活動法人 
放課後ＮＰＯアフター
スクール 

海老原 宏美 氏 
（東大和市地域自立支
援協議会 会長） 

2017年度 
三井住友海上火災
保険（株） 

社会福祉法人竹清
会 

学校法人 東京女子
医科大学 

特定非営利活動法人 
プラチナ美容塾 

市川 順子 氏 
(作ろう！みんなのジモト
Wa-shoiパートナーシップ 
世話焼き人) 
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  ■ 東京都女性活躍推進大賞 

＜目的＞ 全ての女性が意欲と能力に応じて多様な生き方が選択できる社会の実現に向け、女性活躍推進に取り組む様々な 
       分野の企業・団体及び個人に対し、東京都女性活躍推進大賞を贈呈し、その取組を広く普及させることで、女性活躍 
       推進の気運の醸成を図る。 

＜経緯＞ 2014年度  事業開始（団体・推薦のみ） 
       2015年度  公募による募集を開始（団体）、個人区分を新設 
       2016年度  都が発注する契約（総合評価方式）において、受賞実績を加点評価の対象に追加   

＜大賞受賞者＞ 

（２） 女性の活躍推進 

生活文化局は、職場、家庭、地域などあらゆる場における女性の活躍の推進に向けた様々な普及啓発を行っている。 

女性の活躍推進に向けた普及啓発 ① 

*1：2014年度は「医療分野」 
*2：2015年度新設 

第２章 都の取組の点検・評価 
２ 事業内容の評価検証 



31 

【評価検証】 
 
応募総数は徐々に増加してきたが、女性が多い医療・福祉分野など応募数が伸び悩んでいる分野もあり、 
今後、事業のあり方や事業効果の検証が必要である。 

産業分野 
医療・福祉 
分野（*1） 

教育分野 地域分野 個人（*2） 計 

2014年度 4 2 1 4 - 11 

2015年度 9 2 1 2 6 20 

2016年度 15 4 1 6 5 31 

2017年度 20 2 5 5 6 38 

＜東京都女性活躍推進大賞の応募実績＞ 

*1：2014年度は「医療分野」 
*2：2015年度新設 

（２） 女性の活躍推進 第２章 都の取組の点検・評価 
２ 事業内容の評価検証 

女性の活躍推進に向けた普及啓発 ② 
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概要 実績（2017年度） 

 あらゆる人に向けてライフ・ワーク・バランスの一層の普及を 
 図るため、ライフ・ワーク・バランスに関する総合的な情報を 
 発信 
 
＜主な内容＞ 
  ライフ・ワーク・バランスに関するＱ＆Ａ 
  支援制度、セミナー情報 
  冊子・パンフレットの紹介 
  資料集（関連データ、法令）    など 

＜トップページ閲覧数＞ 
   ７月   893    12月        566 
   ８月  1,091     １月        721 
   ９月   855     ２月        584 
  10月    736     ３月        486 
  11月    650  ７～３月計  6,582 

■ ウェブサイト「TOKYOライフ・ワーク・バランス」の運営 

概要 実績 

 子供が生まれる前から意識啓発を 
 図り、子供が生まれた後の生き方・ 
 働き方について、夫婦ともに考えて 
 いくための後押しをするための啓発 
 冊子「パパとママが描くみらい手帳」を 
 作成・配布 

＜作成・配布部数＞ 
  2015年度  15万部 
  2016年度  15万部 
  2017年度  15万部 
 
 ※区市町村を通じ、母親学級等で配布 

■ 子供が生まれる前の夫婦に向けた啓発冊子 

都は、誰もが様々な働き方や生き方に挑戦できる社会の実現に向けて、家庭生活と仕事の調和（ライフ・ワーク・バラ
ンス）を推進している。 
生活文化局が実施しているライフ・ワーク・バランスの推進に向けた普及啓発事業は次の通りである。 

（２） 女性の活躍推進  

ライフ・ワーク・バランス推進に向けた普及啓発 ① 

第２章 都の取組の点検・評価 
２ 事業内容の評価検証 
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女性の活躍推進とライフ・ワーク・バランスの実現に欠かせない男性の家事・育児参画と夫婦間の協力を促進するため、 

夫婦の良好なパートナーシップのためのセミナーやシンポジウムを開催し、情報発信を行っている。 

（２） 女性の活躍推進  

 ■ セミナー・シンポジウム 

年度 パートナーシップセミナー 

2015 ５回 （167人） 

2016 ８回 （284人） 

2017 ３回 （111人） 

パパママサミット 

―― 

１回 （151人） 

１回 （157人） 

※ 人数は各回参加者の累計 
※ 事業名称は2017年度のものであり、2016年度以前は名称が異なる。 

ライフ・ワーク・バランスの推進に向けた普及啓発 ② 

第２章 都の取組の点検・評価 
２ 事業内容の評価検証 

【評価検証】 
 
○ 直近の調査結果では、６歳未満の子供を持つ夫婦の家事・育児時間は依然として妻に大きく偏っている。 
○ 「男性も家事・育児を行うことは当然である」と考える都民の割合が約半数にとどまるなど、男性の家事・育児参画
に対する心理的な壁もいまだ存在する。 

○  男性が家事・育児を行うことについて当然と考える人の割合は、男性よりもむしろ女性の方が低い。 

 
○ 男性の具体的な行動につなげるため、男性のみならず女性を含む幅広い層に向けた啓発が必要である。 
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相談室の運営 
 
東京ウィメンスプラザでは、配偶者からの暴力、交際相手からの暴力、夫婦や親子の問題、生き方、人間関係など、 
暮らしのなかで抱えるさまざまな悩みについて相談を受けている。 

概要 相談時間 

一般相談 （電話） ＤＶ、デートＤＶ、セクシュアルハラスメント、夫婦や親
子の問題、生き方や職場の人間関係など、さまざま
な悩み相談を受付 

毎日9：00～21：00（年末年始を除く） 

法律相談 （面接） 離婚、暴力被害などで法的知識が必要な方のため
の、女性の弁護士による面接相談 

予約制 

精神科医師による 
相談 （面接） 

暴力被害などで精神的に不安を抱えている方のため
の相談。子供に関する相談も受付 

予約制 

男性のための悩み相談 
（電話・面接） 

夫婦や親子の問題、生き方・職場の人間関係、セク
シュアルハラスメントやＤＶ、デートＤＶなどの暴力の
問題など、男性の抱えるさまざまな悩みに男性相談
専門の相談員が対応 

【電話相談】 毎週月曜日・水曜日17：00～
20：00（祝日・年末年始を除く） 
【面接相談】 毎週水曜日19：00～20：00（祝
日・年末年始を除く）・予約制 

（３） 配偶者等暴力対策  第２章 都の取組の点検・評価 
２ 事業内容の評価検証 

【評価検証】 
 
○ 内閣府の調査によると、配偶者等からの暴力の被害について公的機関に相談した人はわずかであり、相談に至っ
ていない潜在的な被害者が存在している可能性がある。 

 
○ 被害の深刻化を防ぐため、早期の発見と相談につなげる取組が必要である。 
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  ■ 啓発資料 

配偶者暴力は家庭という人目にふれにくい場所で起きるため、被害者の気づきが遅れたり、被害が潜在化する傾向
がある。 
生活文化局は、啓発資料の配布や講演会により、配偶者暴力に関する啓発や相談窓口の周知を行っている。 

資料名 形状 目的 配布場所 作成数 

配偶者や交際相手からの暴力で悩んでい
ませんか 

パンフレット 
被害者への相談窓口
の周知、配偶者暴力防
止等に関する啓発 

区市町村、警察、児相、 
裁判所、保健所 等 

50,000部 
（2017年度） 

デートＤＶってなんだろう カード 
若年層に向けた相談窓
口のＰＲ 

区市町村、高校、警
察、児相、都立病院 
等 

400,000部 
（2017年度） 

配偶者暴力被害者支援基本プログラム 冊子 
相談員、行政機関向け、
支援プログラム 

区市町村、保健所、警
察 等 

2.000部 
（2017年度） 

医療関係者のための配偶者暴力被害者支
援マニュアル 

パンフレット 

シート 
医療関係者向け、被害
者の早期発見、支援 

都内病院、都内診療所 
等 

18,000部 
（2013年度） 

配偶者暴力被害者支援ハンドブック 小冊子 
被害者の早期発見。情
報提供・助言の手助け 

幼稚園、保育所、区市
町村、民生委員 等 

4,000部 
（2006年度） 

東京ウィメンズプラザ 相談室利用案内 リーフレット 
ウィメンズの相談電話
等の周知 

区市町村関係窓口、病
院、警察等 

5,000部 
（2017年度） 

パートナーからの暴力に悩んでいませんか カード 
相談電話の周知、ＤＶ
センターの情報提供 

区市町村関係窓口、病
院、警察等 

20,000部 
（2016年度） 

（３） 配偶者等暴力対策  

  啓発事業 ① 

■ 都民向け講演会 （配偶者暴力防止講演会） 

配偶者暴力被害の実態や被害者の支援等に関する正しい認識と理解を得ることを目的として、 

一般都民向けに開催（年２回） 

第２章 都の取組の点検・評価 
２ 事業内容の評価検証 
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0.0  

0.0  
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0.5  

男性（計）（891） 

20代 (71) 

30代(131) 

40代(197) 

50代(174) 

60代(154) 

70歳以上(164) 

女性（計）（930） 

20代 (78) 

30代(141) 

40代(180) 

50代(147) 

60代(177) 

70歳以上(207) 
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資料：男女平等参画に関する世論調査 （2015年 東京都生活文化局） 

59.3  40.1  0.5  
全  体

（1,821） 

暴力を受けた際の相談機関の存在－性・年齢別 

無回答 

○ 都の世論調査において、配偶者や交際相手から暴力を受けたときに、相談できる機関があることを知っているかを聞いたところ、「知っている」と答えた人は
59.3％にとどまり、 40.1％の人は「知らない」と回答した。 

○ 相談機関を「知っている」と答えた人に、知っている相談機関を聞いたところ、「警察」が 68.3％で最も多く、次いで「区市町村の相談窓口」が 56.8％、 
  「都の相談窓口（東京ウィメンズプラザや東京都女性相談センターなど）」が 53.2％であった。 

68.3  

56.8  

53.2  

36.1  

26.2  

16.4  

1.2  

0.5  

0 20 40 60 80

警察 

区市町村の相談窓口 

都の相談窓口（東京ウィメンズプラザ

や東京都女性相談センターなど） 

弁護士 

民間シェルター 

法テラス（日本司法支援センター） 

その他 

無回答 

相談機関としてどのようなものを知っているか 

（複数回答） 

＜性・年齢別＞ 

知っている 知らない 

（３） 配偶者等暴力対策  第２章 都の取組の点検・評価 
２ 事業内容の評価検証 

  啓発事業 ② 

【評価検証】 
 

相談窓口の周知度は高いとはいえず、さらなる周知が必要である。 



都は、区市町村における配偶者等暴力対策を支援するとともに、被害者が身近な地域で相談しやすい環境を整備す
るため、区市町村における配偶者暴力相談支援センター機能の整備促進に取り組んでいる。 
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区市町村支援 ① 

（３） 配偶者等暴力対策  第２章 都の取組の点検・評価 
２ 事業内容の評価検証 

年度 
区市町村相談員 

養成講座 

2015 ６回 （189人） 

2016 ６回 （207人） 

2017 ４回 （195人） 

コーディネート研修 

６回 （237人） 

７回 （230人） 

５回 （128人） 

＜目的＞ 
○ 区市町村の相談員等の育成、実践的な知識の習得 

○ 配偶者暴力被害者と関わりのある関係機関の職員に対する情報･技術の提供 

■ スーパーバイズ事業 

＜事業状況＞ 
 
① 実施回数 月１回 
② 実施方法        区市女性センター等における相談事例について検討 
③ スーパーバイザー    外部専門家 （臨床心理士） 

職務関係者研修 

７回 （751人） 

７回 （796人） 

７回 （834人） 

 ＜目的＞ 
 区市町村の相談員の対応能力の向上 

■ 講座・研修事業 

 （※ 人数は各回参加者の合計） 
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区市町村へのアンケートにおいて「配偶者暴力相談支援センター設置に必要な支援」として多くあげられていた事項
と、それに関連する都の取組は以下の通りである。 

  事  項 都の取組 

1 専門性を有する相談員の育成 
相談・支援に関わる相談員等を対象に、専門知識の提供や実践的トレーニングを行う
「区市町村相談員養成講座」を実施 

2 運営費の補助 配偶者暴力相談支援センター整備への支援の強化を国に提案 

3 
都道府県と区市町村の役割分担、連携のあ
り方の明確化 

東京都配偶者暴力対策基本計画に「配偶者暴力対策に係る各機関・団体の役割と取
組状況」として明示 

4 加害者からの追及への対策 

・相談員・行政機関向けの支援マニュアルに加害者への対応の方法を記載 
・加害者更生については、専門人材の育成、刑事司法制度上の位置づけなど国によ
る実効性のある取組が不可欠であることから、国に対し必要な法制度の整備等を働き
かけ 

第２章 都の取組の点検・評価 
２ 事業内容の評価検証 

（３） 配偶者等暴力対策  

【評価検証】 
 
今後は、区市町村の具体的なニーズを確認し、支援のさらなる充実を図っていく必要がある。 

区市町村支援 ⑤ 



■ 民間活動助成 

民間シェルター等の施設の安全対策、設備等の充実、被害者への同行支援、被害者の自立支援に係る事業、配偶者暴力問
題の解決に寄与する普及啓発活動等に対する助成を行っている。あわせて、複数団体で連携して支援を行う場合について、連
携に係る費用を助成している。 

また、カウンセリングや被害者支援に係る専門知識や経験を有するアドバイザーを民間団体に派遣し、相談員等の人材の育成
を支援している。 

＜自主活動、施設の安全対策等への助成＞ 

 単独事業：助成事業に係る経費の２分の１以内、100万円限度 

 連携事業： （１）コーディネーター人件費その他の連携に係る経費の２分の１以内、100万円限度 

         （２）事業実施に係る経費（（１）の経費を除く。）の２分の１以内、100万円限度 

         （ （１）及び（２）、又は（１）のみ） 

 

＜アドバイザー派遣＞ 

１事業につき３回かつ６時間を限度にアドバイザーを派遣 

 

（３） 配偶者等暴力対策  
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民間活動支援 ①  

■ 配偶者暴力被害者自立支援人材養成事業 

民間団体の配偶者暴力被害者支援に必要な人材を養成するための研修を行うとともに、行政における支援の取組状況を伝える
など、行政との連携や団体同士の交流を図っている。 

※開催実績 2015年・２回（参加者152人）、2016年・２回（103人）、2017年・２回（84人） 

  ※助成実績 2015年・17件（助成額 8,218千円）、2016年・11件（8,926千円）、2017年・14件（8,718千円） 

第２章 都の取組の点検・評価 
２ 事業内容の評価検証 

都は、配偶者暴力防止に係る民間支援団体の自主活動への助成や人材養成事業などを行い、民間支援団体の
活動を支援している。 



◎ 効果・良かった点 ◎ 意見・要望 

 

【自主活動への助成】 

・自分たちだけでは継続して自助スキルを学ぶことができな
かったところ、助成金のおかげで被害女性のエンパワーメン
トにつながっている 

・被害者支援に連携して取り組む団体間の調整業務等に対す
る助成により、連携同行支援の綿密な調整が可能となり、被
害者に対するきめ細かな支援ができるようになった。 

  
 
【アドバイザー派遣】 

・支援員のスキルアップに直結し、質の高い支援に役立ってい
る。 

・アドバイザー派遣を利用した研修開催を通じ、途切れていた
被害当事者とのつながりを取り戻した例があった。 

 

【助成率】 

・資金力がないため、助成率が２分の１ないし３分の１ではむしろ
疲弊する。８割助成など使いやすい制度にしてほしい。 

 
【助成対象】 

・同行支援事業に対する継続的な助成（大型の民間助成金の終
了による事業継続の困難）、事業の継続発展を目的とした数
年単位で実施可能な固定的な制度構築 

・直接支援に携わる人材育成のための助成 
 

■ ＤＶ防止等民間活動助成事業に関する民間団体からの意見・要望 ② 
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「平成29年度配偶者暴力対策に係る民間支援団体との連携会議」資料 

第２章 都の取組の点検・評価 
２ 事業内容の評価検証 

（３） 配偶者等暴力対策  

【評価検証】 
 

配偶者等暴力被害者に対するきめ細かい支援を行う上で、民間の支援団体は大きな役割を担っているが、
民間支援団体の多くは財政上の困難から事業の継続に不安を抱えており、都の支援の充実に対する強い要
望がある。 

民間活動支援 ④ 



（１）男女平等参画施策の総合的な推進 

都の取組に対する評価結果 取組の方向性 
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計
画
の
推
進 

現状の都の取組 

       第３章 課題・取組の方向性 

・都民及び事業者と連携・
協力して計画を推進する
とともに、女性活躍推進
に向けた取組に関する
検討・提案を行うため、
「女性も男性も輝く
TOKYO会議」を設置 

 
・都の施策の推進のた
め、庁内関係局を委員と
する「東京都男女平等参
画推進会議」を設置 

・これまでの「女性も男性も輝く
TOKYO会議」の内容は、個別
のテーマに関する取組の紹介
や意見交換が中心であり、計
画全体の進行管理に関する
議論はあまり行われていない 

 
・計画を着実に推進するため、
「東京都男女平等参画推進会
議」における計画の進行管理
機能も強化していく必要 

計画の推進機能（ヘッド
クォーター機能）の強化 
 
・「女性も男性も輝くTOKYO
会議」において、各回ごとの
テーマに加え、計画全体の
進行管理や施策の推進に
関する提案等を実施 
・「東京都男女平等参画推進
会議」において、TOKYO 会
議における意見等をふま
え、都の施策の実施状況及
び施策展開について検討 

取組の 
拡充 

年次報告には東京都男女平等
参画推進計画に掲載している
全ての事業の実施状況を掲載
しているが、掲載事業が多数に
上り、また、事業費を記載して
いないことから、男女平等参画
施策の全体像や事業規模はつ
かみにくい 

男女平等参画の現状と施
策を明らかにし、都民の
理解と協力を得るため、
都における男女平等参画
施策の状況と施策の実施
状況について年次報告を
作成し、ウェブサイト上で
公表 

施策の現状を都民に分かり
やすく公表 
 

都の男女平等参画施策の全
体の概要をまとめた資料や
事業費等の情報を追加し、
施策の全体像や事業規模を
都民により分かりやすい形
で公表 

男
女
平
等
参
画
の
状
況
と 

施
策
の
実
施
状
況
の
公
表 

取組の 
拡充 



（１）男女平等参画施策の総合的な推進 

都の取組に対する評価結果 取組の方向性 

42 

現状の都の取組 

・概要版の冊子は計画を説明
する資料として引き続き有用
であるが、情報量が多いた
め、都民が気軽に手に取りや
すい資料であるとはいえない 

 

・作成から１年以上が経過して
いることから、掲載している
データや取組は最新の内容で
はない 

男女平等参画の現状や最新
情報、施策をわかりやすく広報 
 

他県等の事例を参考に、都に
おける現状と課題、都の施策
に関する最新の情報などを掲
載した小冊子を新たに作成 

東京都男女平等参画推
進総合計画の概要版の
冊子を作成し、ウェブサ
イトで公表するほか、都
民に配布 

新たな
取組 

男
女
平
等
参
画
の
状
況
と 

施
策
の
実
施
状
況
の
公
表 

審
議
会
等
に
お
け
る 

女
性
委
員
の
任
用
促
進 

女性委員任用率の目標
値35％の達成に向け、
庁内関係部署に対する
人材情報の提供や女性
委員任用の働きかけ等
を実施 

女性委員の任用率はここ数年
上昇傾向にあるが、2017年4月
現在の任用率は28.5％と全国
的にみても低い状況であり、目
標の達成にはさらなる取組が
必要 

任用率の向上に向けた新たな
取組の検討 
 

・庁内の審議会等を所管する
部署から現状・課題を聞き取
り、原因を調査 

 

・調査で明らかになった原因や
課題について具体的な対応
策を検討し、各局による女性
委員の任用を支援する新た
な方策を検討 

取組の 
拡充 

       第３章 課題・取組の方向性 



（２）女性の活躍推進 

都の取組に対する評価結果 取組の方向性 
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女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の 

普
及
啓
発 

現状の都の取組 

・家事・育児の負担は依然
として妻に大きく偏り 

 
・世論調査によると都民の
約半数は男性の家事・育
児を当然とは思っておら
ず、いまだ心理的な壁が
存在 

 
・男性の具体的な行動につ
なげるため、男性のみな
らず女性を含む幅広い層
に向けた啓発が必要 

男性の家事・育児参画に向けた気運醸成 
 

・男性が家事・育児に参画する意義、都の
現状、家事・育児の実践方法や事例など
をウェブサイトで発信 

 
・サイトのデザインや内容を都民への訴求
力が高く関心を持ってもらえるものとなる
よう工夫 

 
・未就学児を持つ夫の具体的な行動を促
すため、妻や親、上司など、社会全体の
意識改革に取り組む 

 
 

ラ
イ
フ
・ワ
ー
ク
・バ
ラ
ン
ス
推
進
の 

た
め
の
普
及
啓
発 

ウェブサイトの運営
や啓発冊子の配
布、セミナーやシン
ポジウムの開催に
より、ライフ・ワー
ク・バランスの推進
に向けた普及啓発
を実施 
 

あらゆる分野におけ
る女性の活躍推進
の気運を高めるた
め、「東京都女性活
躍推進大賞」の贈
呈などの普及啓発
を実施 

「東京都女性活躍推進大
賞」の応募数は徐々に増
加しているが、女性が多い
医療・福祉分野など、応募
数が伸び悩んでいる分野
もある 

事業のあり方・事業効果の検証 
 
・「東京都女性活躍推進大賞」事業の開始
５年目にあたり、事業のあり方や事業効
果について検証 

 
・他の表彰・認定事業との比較・検証を行
い、今後の事業展開を検討 

 
・検討にあたっては、国が進めている女性
活躍推進法施行後３年の見直しの内容
も勘案 

取組の 
拡充 

取組の
拡充 
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都の取組に対する評価結果 取組の方向性 

44 

啓
発
資
料
の
作
成
・配
布 

現状の都の取組 

相
談 

・配偶者等からの暴力の被害を
公的機関に相談した人はわず
かで、潜在的な被害者が存在し
ている可能性がある 

 

・被害の深刻化を防ぐため、早期
の発見と相談につなげる取組
が必要 

関係機関と連携し、相談体制を充実 
 

・東京都配偶者暴力対策ネットワーク
会議等により、庁内各局及び区市町
村、警察、医療関係者等との課題の
共有と連携を強化 

 

・被害者が相談しやすい環境整備に
向けたメール・ＳＮＳによる相談の導
入については被害者の安全確保の
観点から現時点では困難だが、社
会状況の変化や技術面の進展等を
注視しつつ引き続き検討 

・パンフレットや
カードの配布、都
の広報媒体など
により、配偶者暴
力防止や相談窓
口に関する啓発
を実施 

 
 
・関係機関と連携
して相談事業を
実施 

配偶者暴力は家庭という人目に
ふれにくい場所で起きるため、被
害者の気づきが遅れたり被害が
潜在化する傾向があり、様々な
啓発を行っているが、相談窓口
の周知度は高くはない 

早期発見・早期相談につなげる効果
的な啓発 

 
・パンフレットやカードなどの啓発資料
の効果的な周知方法について、被
害経験者の声を聞くなどにより検討 

 
・日常業務で被害者を早期に発見し
やすい立場にある医療関係者向け
のマニュアルを改定・配布 

取組の 
拡充 

取組の 
拡充 
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現状の都の取組 

・区市町村配偶者暴力相談支
援センター機能整備は１４団
体のみ 

 

・区市町村へのアンケートで
は、センターを設置していない
理由は「専門の職員の配置が
困難」、「運営費の確保が困
難」「必要性がない」などが多
く、設置に必要な支援としては
「専門性を有する相談員の育
成」が多い 

都民に身近な相談窓口の整備促進 
 

・配偶者暴力相談支援センター整備
による被害者支援の充実について
区市町村に啓発 

 

・講座等の内容について、区市町村
の具体的なニーズを分析し、充実
に向けて検討 

 

・その他の支援に対する区市町村
の要望を会議等で確認し、検討 

・区市町村相談員養
成講座、区市町村配
偶者暴力相談支援
センター機能の整備
に向けた働きかけ、
出前講座等を実施 

 

・センター整備への支
援の強化を国に提案 

民
間
活
動
支
援 

・民間支援団体の施
設の安全対策、設備
等の充実、被害者へ
の同行・自立支援、
普及啓発活動等の
事業について助成 

 

・被害者自立支援人
材養成事業の実施 

民間団体は被害者支援におい
て大きな役割を果たしている
が、多くの団体が財政上の困
難から事業の継続に不安を抱
えており、支援の充実に対する
強い要望がある 

民間支援団体の活動支援の充実 
 

民間支援団体の運営の実情の把握
に努めるとともに、助成額の上乗せ
など、更なる支援の充実を検討 

取組の 
拡充 

取組の
拡充 

区
市
町
村
支
援 
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